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論文の内容の要旨 

舟木彩乃氏の博士学位論文は、ストレスが多いと考えられる職業でありながら、労働の実態が知られ

ていない国会議員秘書（以下、議員秘書と略す）のストレスとその関連要因を検討したものである。そ

の要旨は以下のとおりである。 

 

（目的） 

著者は、国会議員事務所は小規模事業場に該当し、ストレスチェック実施義務の対象とはならないこ

と、労働基準法や労働安全衛生法などの労働法制による保護が十分とは言えないこと、さらに最近議員

からのハラスメントが報道されるなどストレスが多いと考えられるが、職業性ストレスに関する研究が

きわめて少ないことを指摘している。イギリスの議員秘書についての先行研究では 60%が職場でストレ

スを感じていることや、20%がいじめで悩んでいることが報告されていることを紹介し、本邦では議員

秘書のストレスの詳細は明らかではないことを指摘した。そこで、議員秘書の職業性ストレスの状況や

ストレス関連要因を明らかにすることを研究の目的としている。本論は６つの研究から構成されている。

研究１で議員秘書のストレスの全体の傾向を検討し、研究２と３で議員会館に勤務する議員秘書のスト

レスの特徴を検討している。さらに研究４と研究５は、議員会館秘書と仕事内容が異なる地元事務所に

勤務する議員秘書のストレスの特徴を検討し、研究６では議員会館勤務の議員秘書と地元事務所に勤務

する議員秘書のストレスの違いを検討している。 

（対象と方法） 

著者は、研究１で議員秘書 257 名を対象に職業性ストレス簡易調査票の結果を分析している。研究２

では、議員会館勤務の議員秘書 155 名を対象に、職業性ストレスの特徴を明らかにするともに、ストレ

ス対処能力（SOC）やコミュケーション力との関連を検討している。研究３では議員会館勤務の議員秘

書 4 名に対して、仕事のやりがい、議員秘書のストレス、ストレス低減要因、キャリアなどをインタビ
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ューしている。研究４では地元事務所に勤務する議員秘書 102 名を対象に研究２と同じアンケートを実

施し、職業性ストレスの特徴やその関連要因を検討し、研究５で地元事務所に勤務する議員秘書 4 名を

対象に研究３と同じ内容のインタビュー調査を行っている。最後に研究６では、研究１から研究５まで

で得られたアンケート調査結果やインタビュー調査から議員会館に勤務する議員秘書と地元事務所に

勤務する議員秘書の職業性ストレスの特徴の違いについて比較検討している。 

（結果と考察） 

研究１の結果から、議員秘書の高ストレス者の割合は 23.7％で、一般就労者の倍以上の頻度であるこ

とを述べている。研究２では、悩みを自覚している議員会館秘書は 82.6％と高率であること、ストレス

要因として人間関係が 28.2％と最も多いこと、ストレス反応に対して「仕事の量的負担」「職場の対人

関係ストレス」が正の相関、SOC の「処理可能感」と「有意味感」が負の相関を示すことなどを報告し

ている。研究３では、ストレス要因は、公設秘書では人間関係に起因すること、私設秘書では勤務時間

や給与などの待遇面であることが多く、また 4名全員が「仕事のやりがい」や「仕事の楽しさ」が仕事

ストレスの低減要因になっていたことを報告している。研究４では、地元事務所の秘書は仕事について

の悩みを 84.3％が自覚し、ストレス要因として人間関係が 47.5％と最も多く、地元事務所勤務の秘書

は SOCの「処理可能感」が高いと「ストレス反応」が軽減することを報告している。研究５では、公設

秘書は地元の支援者や後援会の人達に貢献できたことや感謝されたことを語り、私設秘書は政治の仕事

に関わっていることの楽しさや興味などを語ったが、議員ならびに、議員会館や地元事務所内の対人関

係ストレス、後援会や支援団体との人間関係の難しさ、週休 2日制や土日の休み確保が難しいことなど

を報告している。研究６では、議員会館の秘書と地元事務所の秘書は高ストレス者の割合は同等である

が、議員会館秘書と地元事務所の秘書ではストレス要因が若干異なることを示している。 

（結論） 

著者は、これら一連の研究から、国会議員秘書は高ストレス者の割合が一般就労者の 2倍以上である

こと、ストレス要因として人間関係ストレスが最も多いこと、議員秘書はストレス対処能力の高さが「ス

トレス反応」の低減に重要なこと、議員会館の秘書と地元事務所の秘書ではストレス要因が若干異なる

ことなどを結論とし、定期的なストレスチェックやストレスマネジメントの必要性を提言している。 

審査の結果の要旨 

（批評） 

 本研究は、これまで実態が不明であった、国会議員秘書の職業性ストレスの現状とその関連要因につ

いての初めての研究報告である。高ストレス者の割合が多いこと、ストレスの要因は人間関係ストレス

が多いこと、ストレスを低下する個人特性としてストレス対処能力が重要なことなどを指摘し、ストレ

スの改善策についても提案している。本研究の結果は今後国会議員秘書のストレス対策を講じる際に基

礎データとなる貴重な成果と判断される。 

  

令和元年 12月 25日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求

め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 

よって、著者は博士（ヒューマン・ケア科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 

 

 

 

 

 


